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○ 自宅で療養して、必要になれば医療機関等を利用したいと回答した者の割合を合わせると、6 0 %

0 また要介護状態になっても、自宅や子供･親族の家での介護を希望する人が4割を超えた(下図)。
0 住み慣れた環境でできるだけ長く過ごせるよう、また望む人は自宅での看取りも選択肢になるよう、
在宅医療を推進していく必要があるG

■終末期の療養場所に関する希望

平成20年 - " :
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0 調査対象及び客体
･全国の市区町村に居住する満20歳
以上の男女から5.000人を層化二段
無作為抽出法により抽出
･I50国勢調査区の住民基本台帳から
客体を無作為に抽出
○調査の方法
郵送法
0 回収数
2,527人(回収率50,5% )

0 % 20% 4 0 % 60 % 80 %

囮なるべく今まで通った(または現在入院中の)医療機関に入院丸たい nなるべく早く緩和ケア病棟に入院丸たし、

E自宅で療養して、必要になればそれまでの医療機関に入院したい 圃自宅で療養して、必要になれば緩和ケ

目自宅で最後まで痿養したい 圏専門的医療機関‘がんセンタ-など)で

臼老人ホームに入所したい 圃その他

閏分からない 団無回答

圏専門的医療機関‘がんセンタ-など)で積極的に治療が熱ナたい

圃その他

団無回答閏分からない 団無回答
出典:終末期医療に関する調査(各年)

■療養に関する希望
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0 調査対象
全国の$ 歳以上の男女5,000人
0 調査の方法
調査員による面接聴取法
0 標本抽出方法
層化二段無作為抽出法
0 回収数
3,157人(回収率63.1% )

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

留自宅で介護してほしい 囮子どもの家で介譲′てほしい
団親族の家で介護してほしい 曰介護老人福祉施設【し人穢したい
E介護老人保健施設を利用したい 曰病院などの医療機関転入脱したい
巨民間有料老人ホーム等を利用したい 団その他

高齢者の健康に関する意識調査(平成19年度内閣府) 4Efわからない
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〇 在宅医療を必要とする者は20 2 5年には2 9万人と推計され、約12万人増えることが
見込まれる。
○ 急性期治療を終えた慢性期･回復期患者の受け皿として、終末期ケアも含む生活の
質を重視した 医療としての在宅医療のニーズは高まっている。

■在宅療養移行や継続の阻害要因 出典 終末期医療Iこ闇する調査(各年)
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■在宅医療推進にあたっての課題

在宅医 ･ 護サービス供給量の拡充 、 、在宅療養者の後方ベッドの確保･整備

家族支援 24時間在宅医療提供体制の構築

　

包 ケアシステム
○ 団塊の世代が7 5歳以上となる2 0 2 5年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい･医療 ･介護 ･予防･生活支援が一
体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現していきます。
○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためfこも、
地域包括ケアシステムの構築が重要です。
○ 人口が横ばいで7 5歳以上人口が急増する大都市部、7 5歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差が生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要ですo

地域包括ケアシステムの姿
ト ･ 病気になったら… ‐

“ . 介護が必要になったら
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老人クラブ ･自治会 ･ボランティノ▼
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施設の仕組み(一定エリア包括報酬)

適所介護･訪問介護･訪問看護･配食サービスを効率的に提供するために、利
用者を集約して定額制でサービスを提供する仕組み、欠点は地域からのかい
離と管理される社会

在宅療養支援診療所
等の地域の医療機関

小中学校区程度の限定した地域
マン･ション

域に点在する
ルタイム雫フル

定額負

精神病院(アウトリーチ)

暮らしの中に、定額制の24時間3 6 5日連続するケアサービスと在宅療養支援診療所
などの医療機関があれば、施設や病院に行かなくても生活支援は可能(施設の箱をは
ずして、機能を地國に展開すること)

地域包括ケアシステム
合わせて認知症に対する診断･治療とフルタイム･フルサービスが連携すれば認知症
の高齢者も地域社会で生活できる



2 4 時間対応の定期巡回 ･随時対応サービスについて
○ 訪問介護などの在宅サービスが増加しているものの、重度者を始めとした要介護高齢者の藷宅生活を2 4時間支
える仕組みが不足していることに加え、医療ニーズが高い高齢者に対して医療と介護との連携が不足しているとの
問題がある。
○ このため、①日中･夜間を通じて、②訪問介護と訪問看護の両方を提供し、③定期巡回と随時の対応を行う蛙副題
巡回･随時対応型訪問介護看護｣を創設 (2012年4月 )。

く定期巡回 随時対応サービス俊イメージ> 鞭会議罐舵鷲瀞的
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食事介助
体位交換

･日中･夜間を通じてサービスを受ける

･訪問倉淵詔と訪問看護を一体的に受け-こと襲 -ることが可能

･定期的な訪問だけではなく、坐翼皸塗濫
割こ随時サービスを受けることが可能

臨時訪 吟

瞬間看

< 参考 >
1 .第5期介護保険事業計画での実施見込み 2 .社会保障と税の一体改革での今後の利用見込み

　 　　　

　　　　　　　　 　　　　　　　

l 生活支援サービスの充実と高齢者の社会参加 話
○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、見守り･配食等の生活支援の必要性
が増加。ボランティア、N P 0、民間企業等の多様な主体が生活支援サービスをま是供することが必要。
0 高齢者の社会参加をより一層推進することを通じて、元気な高齢者が生活支援の担い手として活躍すること
壷艶佳される。このように、高齢者が社会的役割をもつことにより、生きがいや介護予防にもつながる。

- - -〇現役時代の能力を舌ゐ･した活動
○ニーズに合った多様なサ ｣ビス種別 ノ

｣○興味関心がある舌動
--○住民主体、Np α 民間企業等多様な 〆 - ○新たにチャレンジずる活動
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○ ｢地域福祉計画｣の策定及び推進は、
住民参加による助け合い。

′キーて波涛詰襟招き翳そ朗歇寂!念袰弱る脇野滞多癈“繋げロ.盪銚無職すんフ荒海/謝し字鰯蘇我,談お罨確定受給群‐翠弐彰等ヅ終るく蕊錺が戦お‘災勢多係2銘贅留解離

域 包括ケアシステム構築
へ向けた取組事例
~ 三重県四日市市の取組~

社会福祉法人と地域組織の協働による

日常生活支援体制の構築

　　　　　
ひと、くらし、 みらいのために



をシこむ車も與議題同 市市 (越路南西地区)

●地域概況
四日市市は三重県の北部に位置し、 西 代表的な地場産品
は鈴鹿山系、 東は伊勢湾に面した、 自然 ｢萬古焼｣ とェ房

にも恵まれた温暖な地域。
戦後は、 日本初のコンビナートが立地

嫁

し、 四日市港を中心に産業都市として発 酵髄湧{
戦後は、 日本初のコンビナート
し、四日市港を中心に産業都市と
辰、 最近では、 内陸部に半導体 ･
車 ･電機 ･機械 ･食品など、 実に
企業が集積する。

陸部に半導体 ･自動
･食品など、 実に多様な

(うち三重西地区)

●人口 3 T 2 , 8 5 6 人 (4 ,8 9 4 人)

●高齢化率
6 5 歳以上 2 2 . 6 % (3 0 .5 % )
7 5 歳以上 乍 0 . 5 % (T 1 7 % ) 昔は東海道の宿場町として栄えた四日市市 偲

I誇り難薇頭蒋嬢叢脅癈艦隊必褻磯鱗翳鰍聴鱒残務薦稲森麹直滝鞭勢ク斗
平成24年4月より大型団地の中心にある商店街の空き店舗を活用して、①総合相談
機能 ②食の確保機能 ③地域住民の集いの場としての機能を併せ持った《孤立化防
止拠点》を｢社会福祉法人青山里会｣が運営。現在、1日に約20名あまりの地域住民の
方が利用されている。
また、その取り組みと連動する形で、地域住民･自治会が主体となって地域完結型の
日常生活支援を目的とした会員制組織『ライフサポート三重西』を発足。
H25年3月より65歳以上の高齢者等向けに、地域住民による安価な日常生活支援サー
ビス提供システムとしてスタートしている。
一一門 F T 十

爛朧朧連携
協働

ライフ
サポート
三重西

　　　　　　　
て-‘--- -



L ー き 取組の概要 ~ 平虜23年度≦｣翅塩- - ご
i

(実施主体) 社会福祉法人青山里会 (住民組織 ｢ライフサポート三重西｣ と連携)
(背景 ･地域の課題)
◎ 三重西地区は市内でも高齢化率が高く、 高齢者の生活に必要な見守り、 生活支援、 閉じこ
もり防止の対策が必要と考えていた社会福祉法人が、 高齢者が多く暮らしている大型団地の
中心にある ｢空き店舗｣ を有効活用し、 孤立化防止拠点の整備を行政側に働きかけた。
◎ あわせて、 住民組織と連携し、 会員向けに ｢配食｣ ｢買い物支援｣ を計画。 平成2 5 年 3
月より開始。
◎ 当初、 本地域での法人の認知度が低く、自治会等地域の方々への説明と理解を得るのに-
定の時間を要した。
(取組のポイント)
◎ 社会福祉法人と住民組織の役割分担のもと、 身近な場所で、
総合相談から日常生活支援につなげるネットワークをつくる。
◎ 空き店舗という既存の地域資源を有効に活用
◎ 市は、 財政支援 (地域支え合い体制づくり事業) や情報提供等
の側面支援を実施
◎ 地域包括支援センター (在宅介護支援センター) は、 主に拠点
運営や住民活動の立ち上げ時の具体的相談や活動の中で出てきた 3月のプレオープンに訪れた住民らでに

きわう ｢いきいき数心生活館ぬくみ｣

相談への対応等、 市と同様側面から活動をバックアップ。

　　　
　
　　　
　
　　　　　
　　　　　　　

●平成2 3年度地域支え合い体制づくり事業 (拠点整備) 4 , 7 0 0 千円 (補助率 ;国↑○ /↑○)
e 立ち上げ以降の運営経費については、拠点運営は社会福祉法人が自主財源で、住民組織については
会員制度で運営

@ 中核となる社会福祉法人

の 住民組織 ･自治会
の 市担当
@ 地域包括支援センター ･

e 空き店舗

◎ 高齢者の閉じこもり防止
対策、 生活支援等の取組が
推進。
の 活動拠点を中心として、
地域住民の互助の取組が推
進。

三重西連合自治会が発行してい
る ｢ライフサポート三重西｣ の
パンフレット

　　　　　　　 　
ならキー
うれゞ“落手するふも‘

在宅介護支援センター

れ乾いの鱒もげ合い、複6して鮭わ瞼ける噛め‘1--藪乃
ねもづくりをめざし生す。

三重西連合自治会が実施し
た、 ライフサポートのサー
ビスに携わる人に向けた研
修 ｢庭木の手入れ｣ の様子

↑5

↑6

e 現在の取組について、 さらに必要な資源、 ネットワーク等の検証を行う。
e 上記の検証結果を、 同様の環境にある市内地域へ普及を図り、 面的な展
開につなげる。
@ 拠点整備等に係る財源確保、 地域支援事業の活用方策について検討する。


